
平成17年10月 4日平成18年 2月期 個別中間財務諸表の概要
上 場 会 社 名 久 光 製 薬 　 普 通 株 式 上 場 取 引 所 東  大  名  福

コ ー ド 番 号 453 0 本社所在都道府県 佐 賀 県

（ＵＲＬ http://www.hisamitsu.co.jp/ ）

代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 中 冨 　 博 隆
問合せ先責任者 役 職 名 I R室 　 室 長

氏 名 高 尾 　 信 一 郎 Ｔ Ｅ Ｌ(     )03 5293－1714

中間決算取締役会開催日 平 成 17年 10月  4日 中間配当制度の有無 無
中 間 配 当 支 払 開 始 日 単元株制度採用の有無 有（１単元    100株）

1. 17年 8月中間期の業績 （平成17年 3月 1日～平成17年 8月31日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年 8月中間期       49,105    26.0      11,107    11.2      11,567    12.7
16年 8月中間期       38,981    12.3       9,984    33.1      10,264    31.0

17年 2月期       78,444－       20,500－       20,816－

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

17年 8月中間期        7,405    18.5          81.63
16年 8月中間期        6,250    34.6          68.87

17年 2月期       12,255－         134.38

(注 )1.期中平均株式数 17年 8月中間期     90,721,831株 16年 8月中間期     90,764,385株
17年 2月期     90,755,983株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )17年 8月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 － 円－銭円 銭 円 銭
17年 8月中間期 － － 特別配当 － 円－銭
16年 8月中間期 － －

17年 2月期 －          18.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

17年 8月中間期      126,250       86,155     68.2        949.70
16年 8月中間期      100,069       74,233     74.2        817.92

17年 2月期      104,359       80,086     76.7        881.97

(注 )1.期末発行済株式数 17年 8月中間期     90,718,863株 16年 8月中間期     90,758,434株
17年 2月期     90,736,233株

2.期末自己株式数 17年 8月中間期      4,446,032株 16年 8月中間期      4,406,461株
17年 2月期      4,428,662株

2. 18年 2月期の業績予想 （平成17年 3月 1日～平成18年 2月28日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期       96,300      23,000      13,800         32.00         32.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )         152円12銭

※ 上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て 表 示 し て い ま す 。
な お 、 当 資 料 の う ち 、 将 来 の 見 通 し 及 び 計 画 に 基 づ く 予 測 に は 、 不 確 実 な 要 素 が 含 ま れ 、 変 動 す る 可
能 性 が あ り ま す 。 従 っ て 、 実 際 の 業 績 は 現 時 点 で の 当 社 の 判 断 に 対 し て 異 な る 可 能 性 も あ り ま す 。
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  個別中間財務諸表等 

中間財務諸表 

① 中間貸借対照表 

 

  
前中間会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年２月28日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

金額(百万円) 
構成比
(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

1 現金及び預金  20,203 27,092 29,327 

2 受取手形  3,885 4,192 2,561 

3 売掛金  17,418 24,234 17,023 

4 有価証券  1,651 499 799 

5 たな卸資産  5,346 6,172 5,016 

6 繰延税金資産  667 839 839 

7 その他  3,518 8,218 2,351 

貸倒引当金  △112 △151 △103 

流動資産合計   52,579 52.5 71,097 56.3  57,816 55.4

Ⅱ 固定資産    

1 有形固定資産 ※１   

(1) 建物  9,399 8,727 9,031 

(2) 機械及び装置  4,195 3,850 4,004 

(3) 工具・器具及び
備品 

 3,696 3,019 3,444 

(4) 土地  10,889 10,890 10,890 

(5) 建設仮勘定  1,650 1,995 1,582 

(6) その他  706 681 707 

有形固定資産合計   30,538 30.6 29,165 23.1  29,660 28.5

2 無形固定資産    

 (1) 営業権   7,489  

(2) その他   212  

無形固定資産合計   326 0.3 7,702 6.1  257 0.2

3 投資その他の資産    

(1) 投資有価証券  8,683 9,663 8,781 

(2) 関係会社株式  2,565 3,454 2,575 

(3) 繰延税金資産  2,357 2,046 2,317 

(4) その他  4,640 4,592 4,585 

貸倒引当金  △636 △721 △565 

投資損失引当金  △984 △750 △1,069 

投資その他の 
資産合計 

  16,625 16.6 18,284 14.5  16,625 15.9

固定資産合計   47,489 47.5 55,152 43.7  46,543 44.6

資産合計   100,069 100.0 126,250 100.0  104,359 100.0
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前中間会計期間末 

(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成17年２月28日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比

(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

1 支払手形  2,995 1,135 1,561 

2 買掛金  3,941 6,581 4,158 

3 １年以内に返済予定
の長期借入金 

 － 5,000 － 

4 未払金  5,919 7,233 6,663 

5 未払法人税等  4,036 4,890 4,749 

6 返品調整引当金  277 278 247 

7 賞与引当金  601 778 472 

8 債務保証損失引当金  123 236 259 

9 その他  2,439 3,253 556 

流動負債合計   20,335 20.3 29,388 23.3  18,668 17.9

Ⅱ 固定負債    

1 長期借入金  － 5,000 － 

2 再評価に係る繰延税
金負債 

 1,887 1,887 1,887 

3 退職給付引当金  2,620 2,763 2,686 

4 役員退職給与引当金  980 1,042 1,017 

5 その他  12 13 13 

固定負債合計   5,501 5.5 10,706 8.5  5,604 5.4

負債合計   25,836 25.8 40,094 31.8  24,273 23.3

(資本の部)    

Ⅰ 資本金   8,473 8.5 8,473 6.7  8,473 8.1

Ⅱ 資本剰余金    

1 資本準備金  2,118 2,118 2,118 

2 その他資本剰余金  6,123 6,123 6,123 

資本剰余金合計   8,241 8.2 8,241 6.5  8,241 7.9

Ⅲ 利益剰余金    

1 任意積立金  52,570 62,000 52,570 

2 中間(当期)未処分 
利益 

 7,716 10,004 13,721 

利益剰余金合計   60,286 60.2 72,004 57.0  66,291 63.4

Ⅳ 土地再評価差額金   2,780 2.8 2,780 2.2  2,780 2.7

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金 

  1,102 1.1 1,395 1.1  995 1.0

Ⅵ 自己株式   △6,652 △6.6 △6,741 △5.3  △6,697 △6.4

資本合計   74,233 74.2 86,155 68.2  80,086 76.7

負債資本合計   100,069 100.0 126,250 100.0  104,359 100.0
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② 中間損益計算書 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

金額(百万円) 
百分比
(％)

Ⅰ 売上高   38,981 100.0 49,105 100.0  78,444 100.0

Ⅱ 売上原価   10,897 28.0 13,587 27.7  22,038 28.1

売上総利益   28,084 72.0 35,517 72.3  56,406 71.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費   18,099 46.4 24,410 49.7  35,906 45.8

営業利益   9,984 25.6 11,107 22.6  20,500 26.1

Ⅳ 営業外収益 ※１  297 0.8 730 1.5  521 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２  17 0.1 270 0.5  204 0.3

経常利益   10,264 26.3 11,567 23.6  20,816 26.5

Ⅵ 特別利益 ※３  129 0.3 1,508 3.1  103 0.1

Ⅶ 特別損失 ※４  97 0.2 861 1.8  260 0.3

税引前中間(当期) 
純利益 

  10,296 26.4 12,213 24.9  20,659 26.3

法人税、住民税及び 
事業税 

※５ 4,046 4,807 8,469 

法人税等調整額  ― 4,046 10.4 ― 4,807 9.8 △65 8,403 10.7

中間(当期)純利益   6,250 16.0 7,405 15.1  12,255 15.6

前期繰越利益   1,456 2,598  1,456

土地再評価差額金取
崩額 

  9 ―  9

中間(当期)未処分 
利益 

  7,716 10,004  13,721
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 

  ① 満期保有目的の債券 
償却原価法によっていま
す。 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 

  ① 満期保有目的の債券 
同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 

  ① 満期保有目的の債券 
同左 

② 子会社株式及び関連会社株
式 
移動平均法による原価法に
よっています。  

② 子会社株式及び関連会社株
式 

同左 

② 子会社株式及び関連会社株
式 

同左 

  ③ その他有価証券 
  (イ) 時価のあるもの 

中間期末日の市場価格等
に基づく時価法によって
います。 
評価差額は全部資本直入
法により処理し、売却原
価は移動平均法により算
定しています。 

  (ロ) 時価のないもの 
移動平均法による原価法
によっています。 

  ③ その他有価証券 
  (イ) 時価のあるもの 

同左 
 
 
 
 
 
 

  (ロ) 時価のないもの 
同左 

  ③ その他有価証券 
  (イ) 時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等
に基づく時価法によって
います。 
評価差額は全部資本直入
法により処理し、売却原
価は移動平均法により算
定しています。 

  (ロ) 時価のないもの 
同左 

(2) たな卸資産 
商品、製品、原材料、仕掛
品、貯蔵品ともに先入先出法
による原価法により評価して
います。 

(2) たな卸資産 
同左 

(2) たな卸資産 
同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 

   定率法によっています。 
   なお、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規定
する方法と同一の基準によっ
ています。 

２ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産及び長期前払費
用 
定額法によっています。 
なお、耐用年数については、
法人税法に規定する方法と同
一の基準によっています。 
ただし、無形固定資産のう
ち、自社利用のソフトウェア
については、社内における利
用可能期間(５年)に基づく定
額法によっています。 

(2) 無形固定資産及び長期前払費
用 
定額法によっています。 
耐用年数については、法人税
法に規定する方法と同一の基
準によっています。なお、営
業権については、５年で均等
償却しています。 
また、無形固定資産のうち、
自社利用のソフトウェアにつ
いては、社内における利用可
能期間(５年)に基づく定額法
によっています。 

(2) 無形固定資産及び長期前払費
用 
定額法によっています。 
なお、耐用年数については、
法人税法に規定する方法と同
一の基準によっています。 
ただし、無形固定資産のう
ち、自社利用のソフトウェア
については、社内における利
用可能期間(５年)に基づく定
額法によっています。 
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前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

３ 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に
備えるため、回収不能見込
額を計上しています。 

  ａ) 一般債権 
貸倒実績率法によってい
ます。 

  ｂ) 貸倒懸念債権及び破産更
生債権等 
財務内容評価法によって
います。 

３ 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に
備えるため、回収不能見込
額を計上しています。 

  ａ) 一般債権 
同左 
 

  ｂ) 貸倒懸念債権及び破産更
生債権等 

同左 

３ 引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に
備えるため、回収不能見込
額を計上しています。 

  ａ) 一般債権 
同左 
 

  ｂ) 貸倒懸念債権及び破産更
生債権等 

同左 

(2) 投資損失引当金 
子会社等への投資に係る損
失に備えるため、当該会社
の財務状態及び回収可能性
を勘案して必要額を繰入計
上しています。 

(2) 投資損失引当金 
同左 

(2) 投資損失引当金 
同左 

(3) 返品調整引当金 
中間期末日後の返品による
損失に備えるため、法人税
法の規定に基づいて限度相
当額を計上しています。 

(3) 返品調整引当金 
同左 

(3) 返品調整引当金 
期末日後の返品による損失
に備えるため、法人税法の
規定に基づいて限度相当額
を計上しています。 

(4) 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞
与の支出に充てるため、支
給見込額に基づき計上して
います。 

(4) 賞与引当金 
同左 

(4) 賞与引当金 
従業員に対して支給する賞
与の支出に充てるため、将
来の支給見込額のうち当期
の負担額を計上していま
す。 

(5) 債務保証損失引当金 
債務保証による損失に備え
るため、被保証先の財務内
容等を勘案して、所要額を
見積り計上しています。 

(5) 債務保証損失引当金 
同左 

 

(5) 債務保証損失引当金 
同左 
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前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

(6) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間期末において

発生していると認められる額

を計上しています。 

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による按

分額をそれぞれ発生の翌期よ

り費用処理しています。 

（追加情報） 

当社は、厚生年金基金の代行

部分について、平成16年４月

26日に厚生労働大臣から将来

分の支給義務免除の認可を受

けています。当中間期末現在

において測定された返還相当

額(最低責任準備金)は1,168

百万円であり、当該返還相当

額(最低責任準備金)の支払が

当中間期末日に行われたと仮

定して、「退職給付会計に関

する実務指針(中間報告)」

(日本公認会計士協会会計制

度委員会報告第13号)第44-２

項を適用した場合に生じる損

益の見込額は、931百万円(利

益)です。 

(6) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当中間期末

において発生していると認

められる額を計上していま

す。 

数理計算上の差異について

は、各期の発生時における

従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年)に

よる按分額をそれぞれ発生

の翌期より費用処理してい

ます。また、過去勤務債務

については、その発生時に

おける従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数

（２年）による按分額を費

用処理しています。 

(追加情報) 

当社は、厚生年金基金の代

行部分について、平成17年

７月１日に厚生労働大臣か

ら過去分返上の認可を受け

ています。当中間会計期間

における損益に与えている

影響額は、特別利益として

1,478百万円計上されていま

す。 

 

(6) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるた
め、当期末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に
基づき、当期末において発生
していると認められる額を計
上しています。 
数理計算上の差異について
は、各期の発生時における従
業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(５年)による按
分額をそれぞれ発生の翌期よ
り費用処理しています。ま
た、過去勤務債務について
は、その発生時における従業
員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（２年）による按
分額を費用処理しています。 
（追加情報） 
当社は、厚生年金基金の代行
部分について、平成16年４月
26日に厚生労働大臣から将来
分の支給義務免除の認可を受
けています。当期末現在にお
いて測定された返還相当額(最
低責任準備金)は1,178百万円
であり、当該返還相当額(最低
責任準備金)の支払が当期末に
行われたと仮定して、「退職
給付会計に関する実務指針(中
間報告)」(日本公認会計士協
会会計制度委員会報告第13号)
第44-２項を適用した場合に生
じる損益の見込額は、1,002百
万円(利益)です。 

(7) 役員退職給与引当金 
役員の退職金支給に充てるた
め、内規に基づく中間期末支
給見積額を計上しています。 

(7) 役員退職給与引当金 
同左 

(7) 役員退職給与引当金 
役員の退職金支給に充てるた
め、内規に基づく期末支給見積
額の100%を計上しています。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦
通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、中間
決算日の直物為替相場により
円貨に換算し、換算差額は損
益として処理しております。 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通

貨への換算基準 

同左 

４ 外貨建の資産及び負債の本邦通
貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、決算日
の直物為替相場により円貨に換
算し、換算差額は損益として処
理しております。 

５ リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に
移転すると認められるもの以
外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借
取引に係る方法に準じた会計
処理によっています。 

５ リース取引の処理方法 
同左 

５ リース取引の処理方法 
同左 

６ その他中間財務諸表作成の基
本となる事項 

６ その他中間財務諸表作成のた
めの基本となる重要な事項 

６ その他財務諸表作成の基本とな
る重要な事項 

「消費税等」に関する事項 
消費税及び地方消費税の会計
処理は税抜方式を採用してい
ます。 
また、当中間会計期間末にお
ける「仮払消費税等」及び
「預り消費税等」は､両建ての
ままそれぞれ流動資産の「そ
の他」､流動負債の「その他」
に含めて表示しています。 

「消費税等」に関する事項 
同左 

 消費税等の会計処理方法 
 税抜方式を採用しています。 
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追加情報 

 

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

――――――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

――――――――― 

１ 法人事業税における外形標準課
税部分の中間損益計算書上の表
示方法 

  「地方税法の一部を改正する法
律」（平成15年法律第９号）が
平成15年３月31日に公布され、
平成16年４月１日以後に開始す
る事業年度より外形標準課税制
度が導入されたことに伴い、当
中間会計期間から「法人事業税
における外形標準課税部分の損
益計算書上の表示についての実
務上の取扱い」（平成16年２月
13日 企業会計基準委員会 実
務対応報告12号）に従い法人事
業税の付加価値割及び資本割に
ついては、販売費及び一般管理
費に計上しています。 

  この結果、販売費及び一般管理
費が100百万円増加し、営業利
益、経常利益及び税金等調整前
中間純利益が、100百万円減少し
ています。 

２ 当社は、海外及び国内での新薬
開発のスピードアップのため
に、当中間会計期間において、
開発業務受託機関（CRO）と治験
施設支援機関（SMO）への委託研
究が増加し、新たに1,116百万円
の委託研究費が発生しました。
当該委託研究費の支払いに関し
ては、委託内容の進捗度に応じ
た実費見合いの支払いというこ
とが、契約上明確にされている
ことから、「研究開発費等に係
る会計基準」に基づき、当中間
会計期間に費用として発生して
いるものと認められるため、当
会計期間中の研究開発費（販売
費及び一般管理費）として計上
しています。 
また、委託研究費の未完了残高
427百万円についても、契約内容
を検討した結果、併せて当中間
会計期間の研究開発費に計上し
ています。 

――――――――― 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

――――――――― 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 
 

項目 
前中間会計期間末 
(平成16年８月31日) 

当中間会計期間末 
(平成17年８月31日) 

前事業年度末 
(平成17年２月28日) 

※１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

31,633百万円 33,379百万円 32,599百万円

 ２ 偶発債務 下記会社の借入金に対し、

債務保証を行っています。

下記会社の借入金に対し、

債務保証を行っています。

下記会社の借入金に対し、

債務保証を行っています。

  ㈱シーア
ールシー
シーメデ
ィア 

576百万円

佐賀シテ 
ィビジョ 
ン㈱ 

382百万円

久光ベト 
ナム製薬 
有限会社 

106百万円
(外貨建0 
百万米ドル)

九動㈱ 7百万円

計 1,071百万円
 

㈱シーア
ールシー
シーメデ
ィア 

483百万円

佐賀シテ
ィビジョ
ン㈱ 

464百万円

久光ベト
ナム製薬
有限会社

27百万円
(外貨建0 
 百万米ドル)

九動㈱ 3百万円

ヒサミツ
ファルマ
セウティ
カ ド 
ブラジル
リミター
ダ 

6百万円
(外貨建0 
 百万米ドル)

計 986百万円
 

㈱シーア
ールシー
シーメデ
ィア 

403百万円

佐賀シテ 
ィビジョ 
ン㈱ 

440百万円

久光ベト 
ナム製薬 
有限会社 

  76百万円
(外貨建0 
 百万米ドル)

九動㈱ 5百万円

ヒサミツ 
ファルマ 
セウティ
カ ド  
ブラジル 
リミター
ダ 

12百万円
(外貨建0 
 百万米ドル)

計 938百万円
 

  なお、㈱シーアールシーシ

ーメディアの金額は債務保

証損失引当金の額を控除し

ています。 

なお、㈱シーアールシーシ

ーメディアの金額は債務保

証損失引当金の額を控除し

ています。 

なお、㈱シーアールシーシ

ーメディアの金額は債務保

証損失引当金の額を控除し

ています。 

 ３ 受取手形割引高 55百万円 ――――――――― 17百万円
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(中間損益計算書関係) 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

※１ 営業外収益の 
主要項目 

受取利息 10百万円
受取配当金 152百万円
為替差益 11百万円
技術供与料 2百万円
不動産賃貸料 63百万円
 

受取利息 17百万円
受取配当金 146百万円
為替差益 59百万円
技術供与料 12百万円
不動産賃貸料 54百万円
開発実施 
許諾料収入 

200百万円
 

受取利息 21百万円
受取配当金 168百万円
技術供与料 23百万円
不動産賃貸料 126百万円
 

※２ 営業外費用の 
主要項目 

支払利息 0百万円
手形売却損 16百万円

 

支払利息 12百万円
手形売却損 18百万円
契約解除金 71百万円

 

支払利息 0百万円
手形売却損 36百万円
為替差損 27百万円
債務保証損失
引当金繰入額 

91百万円
 

※３ 特別利益の 
主要項目 

貸倒引当金戻
入益 

83百万円

債務保証損失 
引当金戻入益 

45百万円

固定資産売却
益 
 土地 0百万円

 

貸倒引当金戻
入益 

6百万円

厚生年金基金
代行返上益 

1,478百万円

債務保証損失
引当金戻入益

23百万円

 
 

 

貸倒引当金戻
入益 

101百万円

固定資産売却 
益 
車輌及び 
運搬具 

0百万円

土地 0百万円
計 1百万円

※４ 特別損失の 
主要項目 

固定資産処分損 
 (除却損)  
 建物 5百万円

 工具・ 
 器具 
 及び備品 

3百万円

 計 8百万円
 (売却損)  
 土地 12百万円
投資有価証 
券評価損 

17百万円

投資損失引
当金繰入額 

59百万円

 
 

固定資産処分損 
 (除却損)  
 建物 10百万円
機械及び
装置 

10百万円

 工具・ 
 器具 
 及び備品

3百万円

 その他 0百万円

 計 24百万円
 (売却損)  
 工具・ 
 器具 
 及び備品

123百万円

退職加算金 350百万円

関係会社 
株式評価損

87百万円

投資損失引
当金繰入額

274百万円
 

固定資産処分損 
 (除却損)  
 建物 10百万円

 構築物 6百万円

 機械及び 
 装置 

4百万円

 工具・ 
 器具 
 及び備品 

22百万円

 車輌及び 
 運搬具 

0百万円

  土地 12百万円

 計 56百万円

投資有価証 
券評価損 

34百万円

関係会社 
株式評価損 

25百万円

投資損失引
当金繰入額 

143百万円
 

※５ 法人税、住民税 
及び事業税 

 当中間会計期間における
税金費用については、簡便
法による税効果会計を適用
しているため、法人税等調
整額は「法人税、住民税及
び事業税」に含めて表示し
ています。 

同左 ――――――――― 

 ６ 減価償却実施額 有形固定 
資産 

1,304百万円

無形固定 
資産 

65百万円

計 1,369百万円
 

有形固定 
資産 

1,151百万円

無形固定 
資産 

901百万円

計 2,052百万円
 

有形固定 
資産 

2,774百万円

無形固定 
資産 

135百万円

計 2,909百万円
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(リース取引関係) 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

リース物件の所有権が

借主に移転すると認め

られるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額 

 
取得価額 

相当額 

減価償却

累計額

相当額

中間期末

残高

相当額

百万円 百万円 百万円機械及び 

装置 208 86 121

工具・器 

具及び 

備品 

755 528 226

無形固定 

資産（ソ 

フトウェ 

ア） 

22 6 16

計 986 622 364

(注) 取得価額相当額は、

未経過リース料中間

期末残高が有形固定

資産の中間期末残高

等に占める割合が低

いため、支払利子込

み法により算定して

います。 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び中間期末

残高相当額 

 
取得価額

相当額

減価償却

累計額

相当額

中間期末

残高

相当額

百万円 百万円 百万円機械及び

装置 166 81 85

工具・器

具及び

備品 

346 250 95

無形固定

資産（ソ

フトウェ

ア） 

22 11 11

計 535 343 191

(注)   同左 

１ リース物件の取得価額

相当額、減価償却累計

額相当額及び期末残高

相当額 

 
取得価額 

相当額 

減価償却

累計額

相当額

期末残高

相当額

百万円 百万円 百万円機械及び 

装置 166 65 101

工具・器 

具及び 

備品 

607 466 140

ソフトウ

ェア 
22 9 13

計 796 541 255

(注) 取得価額相当額は、

未経過リース料期末

残高が有形固定資産

の期末残高等に占め

る割合が低いため、

支払利子込み法によ

り算定しています。

 ２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

１年内 178百万円

１年超 186百万円

合計 364百万円

(注) 未経過リース料中間

期末残高相当額は、

未経過リース料中間

期末残高が有形固定

資産の中間期末残高

等に占める割合が低

いため、支払利子込

み法により算定して

います。 

２ 未経過リース料中間期

末残高相当額 

１年内 87百万円

１年超 104百万円

合計 191百万円

(注)   同左 

２ 未経過リース料期末残

高相当額 

１年内 118百万円

１年超 137百万円

合計 255百万円

(注) 未経過リース料期末

残高相当額は、未経

過リース料期末残高

が有形固定資産の期

末残高等に占める割

合が低いため、支払

利子込み法により算

定しています。 

 ３ 当中間会計期間に係る

支払リース料及び減価

償却費相当額 

(1) 支払リース料 

 154百万円

(2) 減価償却費相当額 

 154百万円
 

３ 当中間会計期間に係る

支払リース料及び減価

償却費相当額 

(1) 支払リース料 

 67百万円

(2) 減価償却費相当額 

 67百万円
 

３ 支払リース料及び減価

償却費相当額 

 

(1) 支払リース料 

 265百万円

(2) 減価償却費相当額 

 265百万円
 

 ４ 減価償却費相当額の算

定方法 

  リース期間を耐用年数

とし、残存価額を零と

する定額法によってい

ます。 

４ 減価償却費相当額の算

定方法 

同左 

４ 減価償却費相当額の算

定方法 

同左 
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(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年８月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

区分 
中間貸借対照表 
計上額(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

関連会社株式 274 469 195

計 274 469 195

 

当中間会計期間末(平成17年８月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

区分 
中間貸借対照表 
計上額(百万円) 

時価 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

関連会社株式 274 526 252

計 274 526 252

 

前事業年度(平成17年２月28日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

区分 
貸借対照表 

計上額(百万円) 
時価 

(百万円) 
差額 

(百万円) 

関連会社株式 274 411 137

計 274 411 137
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(１株当たり情報) 

 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

１株当たり純資産額 817.92円 949.70円 881.97円

１株当たり中間(当期)純利益 68.87円 81.63円 134.38円

潜在株式調整後 
１株当たり中間(当期)純利益 

なお、潜在株式調整後１株
当たり中間純利益について
は、潜在株式がないため記
載していません。 

なお、潜在株式調整後１株
当たり中間純利益について
は、潜在株式がないため記
載していません。 

なお、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記
載していません。 

 
 
（注）１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。 

 
前中間会計期間 

(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日)

当中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日)

中間(当期)純利益（百万円） 6,250 7,405 12,255 

普通株主に帰属しない金額
（百万円） 

― ― 60 

(うち利益処分による役員賞
与金(百万円)) 

― ― (60)

普通株式に係る中間(当期)純
利益（百万円） 

6,250 7,405 12,195 

普通株式の期中平均株式数
(千株) 

90,764 90,721 90,755 

 

(重要な後発事象) 

前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

――――――――― ――――――――― １  当社は、エスエス製薬株式会社
との間において、平成16年５月
21日に締結した株式会社バイオ
メディクス（平成17年４月１日
付で久光メディカル株式会社に
商号変更）の株式売買契約に基
づき、平成17年４月１日に、エ
スエス製薬株式会社から医療用
医薬品事業を分割譲渡された株
式会社バイオメディクスの発行
済株式数30万株の100％を取得
し、エスエス製薬株式会社の医
療用医薬品事業を譲り受けまし
た。当該譲受の総対価は14,600
百万円ですが、エスエス製薬株
式会社から株式会社バイオメデ
ィクスに承継された資産及び負
債の金額確定後、若干の調整が
行われる予定です。 
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前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

――――――――― ――――――――― ２ 当社は、平成17年３月30日開催
の取締役会において、当社とエ
スエス製薬株式会社との平成16
年５月21日付株式売買契約に基
づき、株式会社バイオメディク
ス（平成17年４月１日付で久光
メディカル株式会社に商号変
更）がエスエス製薬株式会社か
ら平成17年４月１日付で承継す
る事業に関する製品の販売権等
を久光メディカル株式会社から
譲り受けることを決議し、平成
17年４月１日に譲受に関する合
意書を締結しました。 

  (1)目的 
医療用医薬品事業の統合シナ
ジーにより、専門性と競争力
の強化を図り、将来の成長戦
略とします。 

(2)株式取得の相手会社の名称 
久光メディカル株式会社 
（当社の子会社） 

(3)締結の時期 
平成17年４月１日 

  (4)合意の内容 
久光メディカル株式会社
が、エスエス製薬株式会社
から承継した事業に係る以
下の資産の譲受け 
①取引契約及び共同開発契
約に基づき製品を販売す
る権利   6,864百万円

②売掛金   4,362百万円
③製品及び商品 587百万円
なお、エスエス製薬株式会
社から株式会社バイオメデ
ィクスに承継された資産及
び負債の金額確定後、若干
の調整が行われる予定で
す。 

(5)営業活動等へ及ぼす重要な
影響 
医療用医薬品事業の統合に
より、下記の新たな目標を
実現できる可能性が高まり
ます。 
①連結売上高1,000億円を1
～2年後に達成できる見通
しとなります。 

②外用鎮痛消炎剤を主とし
た商品ラインナップの強
化が図れます。 

③医療用医薬品ＭＲ500人体

制を確立し、整形外科・

皮膚科などの得意領域で

極め細やかな営業活動が

できます。 
④研究開発パイプラインの
強化と早期の新商品上市
を行います。 
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前中間会計期間 
(自 平成16年３月１日 
至 平成16年８月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年３月１日 
至 平成17年２月28日) 

――――――――― ――――――――― ３ 当社は、今後の事業資金（エス

エス製薬株式会社の医療用医薬

品事業の分割譲受に係る資金を

含む）に充当するため、平成17

年３月31日付で、株式会社ＵＦ

Ｊ銀行をアレンジャー及びエー

ジェントとするシンジケート団

とのローン契約に合意していま

す。 

なお、当該シンジケートローン

契約の主な内容は以下の通りで

す。 

(1) 契約締結日 

 平成17年４月26日 

(2) 借入実行日 

 平成17年４月28日 

  (3) 借入金額  100億円 

(4) 返済方法 

    ６ヶ月毎元金均等返済 

最終返済日は 

平成19年４月30日 

(5) 金利  

    日本円６ヶ月TIBOR＋0.25%

(6) 担保・保証 なし 
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役員の職務の異動ならびにその他重要な人事の異動 

 

 

 

１．役員の職務の異動（平成 17 年９月１日 付） 

 

   監査役 中川 晃（死去） 

 

以 上 


